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会社の体制および方針 

Ⅰ.業務の適正を確保するための体制に関する決議の内容の概要 

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

取締役および従業員による企業倫理、法令および社内ルールの遵守の確保を目的として「企業倫理の基

本理念」および「企業倫理行動指針」を定め、次のとおり、企業倫理・法令遵守の徹底を図ります。 

１）代表取締役社長は、繰り返し「企業倫理の基本理念」の精神を取締役、従業員に伝達し、企業倫理・

法令遵守があらゆる企業活動の前提であることを徹底します。 

２）代表取締役社長を委員長とする「企業倫理委員会」は、当社および子会社（以下、「当社グループ」

という）に重大な影響を与えるおそれのある企業倫理上の問題および企業倫理遵守体制の見直しに関

する事項等を審議し、その結果を取締役会に報告します。 

３）取締役・従業員が法令違反の疑義ある行為等を発見した場合に、速やかに「企業倫理委員会」へ報

告される体制を整え、そのための情報伝達手段として「企業倫理ヘルプライン」を設置します。 

４）企業倫理・法令遵守の意識を徹底・向上させるため、取締役・従業員を対象とした企業倫理研修を

継続的に実施します。 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

①「社内文書管理規則」に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、適切

に保存、管理します。 

②取締役および監査役は、「社内文書管理規則」に基づき、常時、これらの文書等を閲覧可能とします。 

（３）当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①「リスクマネジメント規則」に基づき、当社グループのリスク管理に関する基本方針を定め、リスク管

理体制を整備します。 

②代表取締役社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置し、当社グループの活動に影響を

与えるビジネスリスクの掌握、リスクの識別・分析および評価・モニタリング等を含めたリスク管理プ

ロセスの構築・整備ならびに監視を行います。 

③リスクマネジメント委員会は、「リスクマネジメント規則」に基づき、定期的または必要に応じて各種リ

スクの状況を取締役会に報告します。 

（４）当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社グループの取締役、従業員が共有する目標として中期経営計画を策定します。また、同計画を構成

する年度予算の進捗を四半期毎に管理会計手法を用いてレビューし、その改善策を検討・実施すること

により、業務の効率化を推進します。 

②子会社の経営の自主性および独立性を尊重しつつ、グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため、

その管理に関する基本規程を整備します。また、当社の常勤取締役および主要な子会社の代表取締役を

構成員とする「経営協議会」を設置し、グループの経営方針および経営情報の共有化を図ります。 

③取締役の職務分担、各部門の職務分掌・権限を明確にし、職務の執行の効率性を確保します。 

（５）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社は、子会社の企業倫理・法令遵守体制その他業務の適正を確保するための体制の整備を支援します。 
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②子会社は、当社制定の「企業倫理の基本理念」、「企業倫理行動指針」を共有し、これらに従った経営を

行います。また、当社は、子会社に法令違反等が生じた場合の報告ルールを定めるとともに、子会社の

内部通報制度の整備を支援します。 

③当社は、「連結経営管理規則」に基づき、子会社の経営上の重要事項に関して当社への事前協議・報告を

求めるほか、必要に応じ、当社の役員または従業員を取締役、監査役として派遣し、適切な監督・監査

を行います。 

④子会社は、「連結経営管理規則」に従い、業績、財務状況その他重要な事項を当社に報告するほか、必要

に応じて、子会社の代表取締役が業務の執行状況を当社の取締役会に報告します。 

⑤当社の内部監査室は、子会社の業務執行および法令・定款の遵守状況やリスク管理状況等について、内

部監査を実施します。 

（６）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

①内部監査室が、監査役の職務を補助する体制とします。 

②内部監査室に配置された従業員は業務執行に係る職務を兼務しません。 

③内部監査室の長の異動については、事前に代表取締役社長が監査役会と協議し、監査役会の意見を尊重

します。 

（７）監査役への報告に関する体制 

①当社の取締役および従業員は、財務、企業倫理遵守、リスク管理、内部監査の状況等について、定期的

に監査役に報告するとともに、当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実または法令・

社内ルールに違反する行為が行われていることを発見したときは、直ちに監査役にその事実を報告しま

す。 

②子会社の取締役、監査役および従業員が、当社または子会社の業務執行に関し重大な法令もしくは社内

ルールに違反または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、これらの者また

はこれらの者から報告を受けた者が、当社の監査役へ報告する体制を整備します。 

③前２項の報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益な扱いを受けることがないよう、

必要な体制を整備します。 

④内部監査室の長は、内部監査業務の遂行にあたり、事前に常勤監査役との連携を保ち、重要な事項につ

いては適時常勤監査役へ報告するよう努めます。さらに内部監査結果を遅滞なく常勤監査役に報告し、

定期的に監査役会に報告します。 

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①内部監査室の他、監査役の個別の指示に基づき、総務部、経理部、経営企画部は監査役の監査実施を適

宜補助する体制を確保します。 

②取締役会が業務の適正を確保する目的で設置し、適時開催する重要な会議、委員会等への監査役の出席

を確保します。 

③代表取締役社長は、必要に応じ、監査役会と会合を持ち、経営上の重要課題等について、意見交換を行

います。 

④監査役がその職務の執行について生じる費用を当社に請求したときは、当社が監査役の職務執行に必要

でないことを証明したときを除き、請求があった後、速やかに支払うものとします。 
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Ⅱ.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

（１）企業倫理・法令遵守体制 

①代表取締役社長を委員長とする企業倫理委員会を設置し、子会社を含めた企業倫理問題および企業倫理

遵守体制について審議するとともに、その結果を取締役会へ報告しております。本事業年度は同委員会

を４回開催いたしました。 

②社内の法令違反行為等に関する従業員からの相談または通報を受け付ける窓口として、「企業倫理ヘルプ

ライン」を社内および外部法律事務所に設置しております。これらのヘルプラインの利用方法について

は、社内イントラネットへの掲載、携帯カードの配付等により、従業員への周知を図っております。 

③企業倫理・法令遵守の意識を向上させるため、定期的に企業倫理研修を実施しております。本事業年度

は、常勤役員を対象に「独占禁止法リスク」を、従業員を対象に「パワーハラスメント」をテーマに実

施いたしました。 

（２）リスクマネジメント体制 

①代表取締役社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、当社グループのリスクマネジメン

ト体制および各種リスク案件について審議するとともに、その審議事項およびグループ横断で対応すべ

き重要リスクを取締役会へ報告しております。本事業年度は同委員会を２回開催いたしました。 

また、当社常勤取締役および子会社の代表取締役を構成員とするグループリスクマネジメント委員会を

設置し、グループ各社のリスクとその対策を確認・共有しております。本事業年度は同委員会を２回開

催いたしました。 

②危機発生時の対応に関しては、「危機管理マニュアル」にて当社の基本方針および災害等の個別リスクの

対応を定めております。 

（３）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①各取締役の職務分担は取締役会決議により、各部門の職務分掌・権限は「組織分掌規則」に基づき定め

ております。   

②代表取締役および業務執行取締役が業務執行に関する重要事項を決定、執行するにあたり、他の取締役、

監査役、部門長などとの意見交換、情報共有を行うための会議体として、経営戦略会議を設置しており

ます。本事業年度は４４回開催いたしました。 

③子会社の事業執行に関し、連結経営の視点から管理機能および支援機能を果たすことを目的として「連

結経営管理規則」を定めております。 

（４）当社グループの業務の適正を確保するための体制 

①「連結経営管理規則」に基づき、子会社の事業計画、年度予算、重要な企業倫理問題への対応等につい

て適切に事前協議を行うとともに、経営上の重要事項について報告を受けるほか、必要に応じて当社の

役員または従業員を子会社に派遣し、監督・監査を適切に行っております。本事業年度末においては、

当社取締役９名、監査役２名、従業員１１名を派遣しております。 

 また、子会社の代表取締役は、必要に応じて業務の執行状況を当社取締役会に報告しており、本事業年

度においては子会社４社が報告しております。  
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②当社の各部署は、子会社に対し、企業倫理・法令遵守体制や事業運営に関わる法規等を遵守するための

体制整備を支援しております。なお、本事業年度は子会社の役員、従業員を対象に「独占禁止法リスク」、

「パワーハラスメント」等をテーマに研修、説明会を実施いたしました。 

（５）監査役監査の実効性を確保するための体制 

 ①内部監査室は、常勤監査役との定例会を月１回開催し、内部監査業務の実施状況等を報告しております。 

②常勤監査役は、経営戦略会議、リスクマネジメント委員会、企業倫理委員会等の重要な会議に出席して

おります。  

③代表取締役社長は、監査役会へ出席し、経営上の重要課題等について意見交換・情報収集を行っており

ます。 
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 （自　2020年4月 1日　至　2021年3月31日）
(単位：百万円)

 

剰 余 金 の 配 当

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分

そ の 他

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額（純額）

(単位：百万円)

 

剰 余 金 の 配 当

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分

そ の 他

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額（純額）

104,273

82

△2,067

3,475

1,420

11,714 1,223

連結株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

82 82

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 10,000 7,245 74,418 △328 91,335

利 益 剰 余 金 自 己 株 式

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

10,000 7,245 74,501 △328 91,418

△2,067 △2,067

3,475 3,475

△0 △0

△0 0 0

13 13

当 期 末 残 高 10,000 7,245 75,909 △315 92,839

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
合 計

－ △0 1,408 12

△0 △0

その他の包括利益累計額

非 支 配
株主持分為替換算

調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

純 資 産
合 計

会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額

当 期 首 残 高 5,486 11 8,190 △804 △1,169

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

5,486 11 8,190 △804 △1,169 11,714 1,223 104,356

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

13

△0

0

7,141

△0

163 7,3054,944 △144 － 1,859 482

（注）自己株式の「その他」△0百万円は当社持分法適用会社の持分比率変動に伴う変動額であります。

8,726

当 期 末 残 高 10,431 △133 8,190 1,055 △ 687 18,856 1,387 113,082

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
合 計

4,944 △144 － 1,859 482 7,141 163
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連結注記表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数  61 社 

セイコーウオッチ(株)、盛岡セイコー工業(株)、セイコーインスツル(株)、セイコーソリュー

ションズ(株)、セイコークロック(株)、(株)和光、Grand Seiko Corporation of America、Seiko 

Watch of America LLC、SEIKO U.K. Limited、SEIKO Hong Kong Ltd.、SEIKO Manufacturing (H.K.) 

Ltd.、SEIKO Manufacturing (Singapore) Pte. Ltd.、Dalian Seiko Instruments Inc.、Seiko 

Instruments Trading (H.K.) Ltd.、Seiko Instruments (Thailand) Ltd.、SEIKO Precision 

(Thailand) Co., Ltd. 他 

なお、(株)コスモ及び(株)コスモ GCC は株式の取得に伴い、第１四半期連結会計期間より連結

の範囲に含めております。 

また、Guangzhou Seiko Instruments Ltd.は、第４四半期連結会計期間において清算結了いた

しました。 

非連結子会社  

(株)あおばウオッチサービス他は、売上高、総資産、当期純損益及び利益剰余金等の観点から

いずれも小規模であり、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。 

（２）持分法の適用に関する事項    

持分法適用関連会社の数  5 社  

セイコーオプティカルプロダクツ(株) 、(株)オハラ他  

なお、エイブリック(株)は株式譲渡に伴い、第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲か

ら除外いたしました。 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

(株)あおばウオッチサービス他はそれぞれ連結純損益及び利益剰余金に与える影響が僅少であ

り、重要性が認められないため持分法の適用範囲から除外しております。 

（３）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法） 

② 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額については全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
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時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

③ デリバティブ 

時価法 

 

（４）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く） 

 国内連結会社は、建物（建物附属設備を除く）については主として定額法、建物以外につい

ては定率法（ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を

採用し、在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。なお、耐用年数について

は、各資産別の使用可能期間や使用実績等を反映した経済的見積耐用年数を用いております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

④ 使用権資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（５）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 関係会社投資損失引当金 

 関係会社に対する投資について発生の見込まれる損失に備えて、各社の財政状態を勘案し、

個別検討による必要額を計上しております。なお、関係会社投資損失引当金 4 百万円につき

ましては、投資有価証券の金額より直接控除しております。 

③ 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度に属する部分の金額

を計上しております。 

④ 商品保証引当金 

 在外連結子会社のうち一部については、販売した商品の保証に備えるため、それぞれ過去の

実績による見積額を計上しております。 
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⑤ 賃借契約損失引当金 

 不動産賃借契約の解約不能期間において発生すると見込まれる損失に備えて、契約期間満了

まで活用ができない可能性が高いと判断した部分の賃借料相当の見積額を計上しておりま

す。 

⑥ 株式給付信託引当金 

 役員株式給付規則に基づく当社及び当社子会社の業務執行取締役等への当社株式の給付に

備えて、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

⑦ 商品券等引換損失引当金 

 一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等について、将来の引換時に発生する損失

に備えるため、過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上しております。 

⑧ 役員退職慰労引当金 

 国内連結会社の一部については、2005 年 3 月期中及び 2014 年 3 月期中に役員退職慰労金制

度を廃止することを決議いたしました。これに伴い、引き続き在任中の役員の退職慰労金に

ついては、当該連結会計年度中に開催された定時株主総会終了時までの在任期間等に対応す

る金額を引当計上しております。 

（６）重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

（７）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

（８）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、国内連結会社は、主として、為替予約等につい

て振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段と対象 

 外貨建債権債務等に係る為替リスク回避のための為替予約及び外貨預金 
変動金利の借入金に係る金利固定化のための金利スワップ等 

③ ヘッジ方針 
為替予約及び外貨預金並びに金利スワップについては、各社の社内規則に基づき、ヘッジ対

象に係る為替及び金利の変動によるリスクを回避する目的でヘッジを行っており、投機的な

取引は行っておりません。 
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④ ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動累計額とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動累計額

の比率分析により、ヘッジ有効性の判定を行っております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性の評価を省略しております。 

（９）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債

務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、主として、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年～8 年）による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。過去勤務費用

は、主として、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により費用処理することとしております。未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用に

ついては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。 

（10）消費税等の会計処理に関する事項   

国内連結会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。 

（11）連結納税制度の適用に関する事項 

連結納税制度を適用しております。 

（12）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

一部を除く国内連結会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和 2 年法律第 8 号)におい

て創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制

度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱い

により、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年 2月

16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税

法の規定に基づいております。 

（13）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、5 年間から 20 年間で均等償却し、僅少なものについては、発生時に

全額償却しております。 
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２．会計方針の変更に関する注記 

米国における一部の在外連結子会社では、当連結会計年度の期首より ASU 第 2016-02「リース」

を適用しております。これに伴い、借手のリース取引については、原則すべてのリースについて

使用権資産及びリース債務を認識しております。 

ASU 第 2016-02 の適用にあたっては、経過措置として認められている、本基準の適用による累

積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。 

本基準の適用に伴い、当連結会計年度の連結貸借対照表において有形固定資産が 781 百万円、

流動負債が 258 百万円、固定負債が 576 百万円それぞれ増加しております。なお、期首の利益剰

余金、当連結会計年度の損益及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。 

 

３．表示方法の変更に関する注記 

（連結損益計算書関係） 

（１）前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取家賃等賃貸料」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度の「受取家賃等賃貸料」は 340 百万円であります。 

 

（２）前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取ロイヤリティ

ー」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することといたしまし

た。 

なお、前連結会計年度の「受取ロイヤリティー」は 367 百万円であります。 

 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年 3 月 31 日）を当連

結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに

関する注記を記載しております。 

 

４．会計上の見積りに関する注記 

（１）たな卸資産の評価 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

       ウオッチ事業     44,321 百万円 

     電子デバイス事業  14,060 百万円 

     システムソリューション事業  4,274 百万円 

       その他    6,326 百万円 

     調整額            △558 百万円 

     連結合計   68,424 百万円 
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② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

当社グループでは、たな卸資産を収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により評価して

おります。 

各事業会社において、一定の保有期間・保有数量を超える営業循環過程から外れた製品等に

対して、主に過去の販売実績や処分実績等に基づき決定した規則的な簿価切り下げの方法に

よって、収益性の低下を反映させております。 

ただし、一定の保有期間・保有数量を超えるものの、直近の販売実績や今後の販売見込に照

らして営業循環過程にあると判断される製品等については、その全部又は一部が規則的な簿

価切り下げの対象から除外されます。 

ウオッチ事業では、個人消費に直接関わる製品等を取扱っているため、業績及び製品等の収

益性は国内・海外の景気動向、中でも個人消費の影響を強く受けます。また、電子デバイス

事業の業績及び製品等の収益性は、国内・海外の電子デバイス機器等の需要動向に影響を受

けております。景気動向や個人消費は、当社グループがコントロール不能な要因によって大

きく変動する可能性があり、予測が困難であることから、収益性の低下の事実を反映させる

ための規則的な簿価切り下げの方法の決定においては、重要な判断や仮定を織り込んでいま

す。また、規則的な簿価切り下げの対象から除外される製品等が営業循環過程にあるか否か

については重要な判断を伴います。 

このような判断や仮定を伴う見積りは、将来の個人消費の動向などによって影響を受ける可

能性があり、翌連結会計年度の連結計算書類において、たな卸資産の金額に重要な影響を与

える可能性があります。 

 

（２）繰延税金資産の評価 

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

繰延税金資産   2,273 百万円 

② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

  繰延税金資産は、事業計画等に基づく将来課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積り、

回収可能性を判断し計上しております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動など

によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異

なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を

与える可能性があります。 

 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて） 

新型コロナウイルス感染症については依然として収束時期を見込むことが難しいものの、翌連

結会計年度の期中を通し国内外で経済活動が回復していくという前提に基づき、繰延税金資産の

回収可能性等の会計上の見積りを行っております。 
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５．連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供されている資産及び担保付債務 

担保に供されている資産  

現金及び預金 28 百万円

建物 51 百万円

土地 360 百万円

投資有価証券 85 百万円

供託金（投資その他の資産 その他） 379 百万円

計                      904 百万円

 

担保付債務  

未払金            0 百万円

商品券等（流動負債 その他）   76 百万円

長期借入金 220 百万円

計                      296 百万円

（２）保証債務 

下記の従業員の金融機関からの借入金に対して保証を行っております。 

従業員（住宅資金） 3 百万円 

（３）受取手形割引高 919 百万円 

（４）「土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）」に基づき、事業用土地の

再評価を行い、評価差額金は税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した残額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

①再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）」第 2 条第 4

号に定める路線価、及び路線価のない土地は第 3 号に定める固定資産税評価額に基づいて、

合理的な調整を行って評価額を算出しております。 

②再評価を行った年月日 2001 年 3 月 31 日 

（５）投資有価証券のうち、368 百万円については貸株に提供しております。 

（６）貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 2 行と貸出コミットメント契約を締結

しております。当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメントの総額 28,500 百万円 

借入実行残高 12,700 百万円 

差引額 15,800 百万円 
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６. 連結損益計算書に関する注記 

当連結会計年度における特別損失の「感染症拡大に伴う損失」は、主として操業、営業停止中の

固定費等であります。 

 

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

（単位：千株）

 
当連結会計年度期首

株式数 

当連結会計年度

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末

株式数 

発行済株式     

普通株式 41,404 ― ― 41,404

合計 41,404 ― ― 41,404

自己株式     

普通株式(注) 183 0 8 175

合計 183 0 8 175

（注）自己株式の普通株式の当連結会計年度末株式数には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する

当社株式 94 千株が含まれております。 

自己株式の普通株式の増加株式数 0 千株は、単元未満株式の買取による増加及び持分法適

用会社の持分比率変動に伴う増加であります。 

自己株式の普通株式の減少株式数 8 千株は、株式給付信託（ＢＢＴ）による当社株式の処

分による減少及び単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

(百万円)

1 株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

2020 年 6 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 1,550 37.50 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 29 日 

2020 年 11 月 10 日 

取締役会 
普通株式 516 12.50 2020 年 9月 30 日 2020 年 12 月 7 日 

（注１）2020 年 6 月 26 日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）

が保有する当社株式に対する配当金 3 百万円が含まれております。 

（注２）2020 年 11 月 10 日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が保

有する当社株式に対する配当金 1 百万円が含まれております。 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

(百万円)

配当の原資
1 株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

2021 年 6 月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 1,033 利益剰余金 25.00 2021 年 3 月 31 日 2021 年 6 月 30 日

（注）2021 年 6 月 29 日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）が

保有する当社株式に対する配当金 2 百万円が含まれております。 
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８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社グループでは、主として事業会社の事業計画に照らして必要な資金（主に銀行借入）を調

達しております。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

営業債権である受取手形及び売掛金等は顧客の信用リスクにさらされており、取引先ごとの期

日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況の把握をしております。また、グ

ローバルに事業を展開していることから生じている外貨建営業債権の為替変動リスクは、全体

として外貨建営業債務から生じるリスクと概ね相殺される状況ではありますが、一部先物為替

予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、主として取引先企業の株式であり、市

場価格の変動リスクにさらされております。 

営業債務である支払手形及び買掛金等はほとんど 1 年以内の支払期日であります。借入金及び

社債は主に営業取引に係る資金調達であり、借入金の一部の金利変動リスクについては金利ス

ワップ取引をヘッジ手段として利用しております。 

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した金利スワップ取引であります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表

計上額(＊) 
時価（＊） 差額 

(1) 現金及び預金  32,611 32,611  - 

(2) 受取手形及び売掛金 37,185 37,185  - 

(3) 未収入金  4,932 4,932  - 

(4) 投資有価証券    

① 関係会社株式 15,383 17,425  2,041 

② その他有価証券 22,619 22,619  - 

(5) 支払手形及び買掛金 （19,310） （19,310） - 

(6) 電子記録債務 （6,048） （6,048） - 

(7) 短期借入金 （72,611） （72,611） - 

(8) １年内償還予定の社債 (350) (350)  △0 

(9) １年内返済予定の長期借入金 （17,315） （17,317） △2 

(10）未払金 （9,266） （9,266） - 

(11) 社債 (450) (450)  △0 

(12) 長期借入金 （35,263） （35,291） △28 

(13) デリバティブ取引 (258) (258)  - 

 （＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
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（注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項  

  (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

  (4) 投資有価証券  

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。  

 (5) 支払手形及び買掛金、(6) 電子記録債務、(7) 短期借入金、並びに(10) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

(8) １年内償還予定の社債及び(11) 社債 

社債の時価については、子会社で発行している社債であり、市場価格のないものであるた

め、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを考慮した利率で割り引いて算

定する方法によっております。 

(9) １年内返済予定の長期借入金及び(12) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。金利スワップの特例処理の対象とさ

れている長期借入金は当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様

の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法

によっております。 

  (13) デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 572 百万円）及び非上場関係会社株式（連結貸借対

照表計上額 2,888 百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「(4)投資有価証券」には含めておりません。 
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９．賃貸等不動産に関する注記 

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用不動産等を有しております。

2021 年 3 月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 320 百万円（主として賃貸収益は

営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）、固定資産売却益は 537 百万円（特別利益に計上）

であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日

における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 連結決算日における 

時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

15,698 1,492 17,191 19,675

 

（注１） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。 

（注２） 当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は事業用不動産から賃貸用不動産への振替

（1,410 百万円）及び賃貸用不動産の取得（1,022 百万円）によるものであります。ま

た、主な減少額は賃貸等不動産の売却（463 百万円）及び賃貸割合の減少（272 百万円）

によるものであります。 

（注３） 時価の算定方法 

主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

 

１株当たり純資産額      2,709.17 円 

１株当たり当期純利益                            84.30 円 

(算定上の基礎) 親会社株主に帰属する当期純利益 3,475 百万円 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益       3,475 百万円 

期中平均株式数 41,226 千株 

 

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当

たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

り、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に

含めております。 

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は 96 千株で

あり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 94 千株で

あります。 
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11．追加情報 

 

（持分法適用関連会社の株式譲渡および特別利益の計上） 

当社子会社であるセイコーインスツル株式会社（以下、SII）は、ミネベアミツミ株式会社（以

下、ミネベアミツミ）及び株式会社日本政策投資銀行（以下、DBJ）との間で、SII が保有する

当社持分法適用関連会社であるエイブリック株式会社（以下、エイブリック）の全株式をミネベ

アミツミへ譲渡する株式譲渡契約を 2019 年 12 月 17 日付けで締結し、当該契約に基づき、2020

年 4 月 30 日にエイブリック株式の譲渡を実行いたしました。 

 

（１）株式譲渡の理由 

SII は、2016 年 1 月に SII の半導体事業を DBJ との共同出資による半導体事業会社のエイ

ブリック（旧商号エスアイアイ・セミコンダクタ株式会社）へ移管いたしました。当初、SII

が 60％持分を、DBJ が 40％持分を保有し、両社が協働してエイブリックの運営を行い、その

後成長戦略を進める中で、2018 年 1 月に SII はエイブリック株式の 30％持分を DBJ に譲渡

いたしました。 

2019 年 12 月、エイブリックのさらなる企業価値向上と事業拡大を図るため、DBJ 及び SII

が保有するエイブリックの全株式をミネベアミツミへ譲渡することにつき、ミネベアミツミ

及び DBJ との間で合意いたしました。ミネベアミツミが所有する事業は、エイブリックの事

業との親和性・補完性が高く、半導体分野に限定されないシナジー効果の創出も期待されま

す。また、当社グループにおいても、本株式譲渡により、持続的価値創造に向けた投資など、

経営資源の有効活用と経営基盤の強化を図ることができるものと判断いたしました。 

なお、本株式譲渡に伴い、エイブリックは当社の持分法適用関連会社から除外されました。 

 

（２）株式譲渡の相手先の名称 

    ミネベアミツミ株式会社 

 

（３）譲渡する持分法適用関連会社の名称、事業内容 

     名称   エイブリック株式会社 

     事業内容 アナログ半導体製品の開発・設計・製造・販売 

  

（４）株式譲渡の時期 

     2020 年 4 月 30 日 

 

（５）譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

譲渡前の所有株式数   555,000 株（議決権所有割合：30.0％） 

譲渡株式数       555,000 株（発行済株式数に対する割合：30.0％） 

譲渡価額     106 億円 (※) 

譲渡後の所有株式数      0 株（議決権所有割合：0.0％） 

(※)当譲渡価額は、一定期間におけるエイブリックグループの業績に応じた 4 億 4 千万円の

追加支払いを含んでおります。 
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（６）特別利益の計上 

当該株式譲渡に伴い、当連結会計年度において、投資有価証券売却益 76 億円を特別利益

に計上いたしました。当該投資有価証券売却益には未実現利益の実現額が 33 億円含まれて

おり、2016 年の事業移管時に発生し連結計算書類上消去していた移転利益のうち、当該株式

譲渡に対応する部分の金額が実現したものであります。 

12．金額の表示 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表については、百万

円未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位：百万円)

そ の 他
利益剰余金

繰 越 利 益
剰 余 金

10,000 2,378 4,246 6,625 121 21,695 21,817 △301 38,140

 事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,067 △2,067 △2,067

当 期 純 利 益 1,560 1,560 1,560

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △0 △0 0 0

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分

13 13

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

 事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － △506 △506 12 △493

10,000 2,378 4,246 6,625 121 21,189 21,310 △288 37,646

(単位：百万円)

4,547 △196 8,190 12,541 50,681

 事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,067

当 期 純 利 益 1,560

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 0

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分

13

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

5,245 62 － 5,308 5,308

 事業年度中の変動額合計 5,245 62 － 5,308 4,814

9,792 △133 8,190 17,849 55,495

 当期首残高

 当期末残高

 当期末残高

評価・換算差額等

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

株主資本等変動計算書

（自 2020年4月1日　至 2021年3月31日）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

利 益
剰 余 金
合 計

 当期首残高
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個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式  

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

① デリバティブ 
時価法 

（３）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法、その他については定率法によっております。なお、耐用年数

については、各資産別の使用可能期間や使用実績等を反映した経済的見積耐用年数を用

いております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（４）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えて、将来の支給見込額のうち、当事業年度に属する部分の金額

を計上しております。 

③ 関係会社損失引当金 
関係会社に対し、投資簿価を上回る損失が見込まれる場合において、当該会社に対する

債権額を上回る損失が生じている場合に必要額を計上しております。 
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④ 関係会社投資損失引当金 

関係会社に対する投資について発生の見込まれる損失に備えて、各社の財政状態を勘案

し、個別検討による必要額を計上しております。なお、関係会社投資損失引当金 4百万

円につきましては、関係会社株式の金額より直接控除して表示しております。    

⑤ 株式給付信託引当金  
役員株式給付規則に基づく当社及び当社子会社の業務執行取締役等への当社株式の給

付に備えて、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

（５）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等について振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段と対象 

外貨建債権債務等に係る為替リスク回避のための為替予約及び外貨預金 

変動金利の借入金に係る金利固定化のための金利スワップ 

③ ヘッジ方針 

為替予約及び外貨預金並びに金利スワップについては、当社の社内規則に基づき、ヘッ

ジ対象に係る為替及び金利の変動によるリスクを回避する目的でヘッジを行っており、

投機的な取引は行っておりません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動累計額とヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動累

計額の比率分析により、ヘッジ有効性の判定を行っております。ただし、ヘッジ手段と

ヘッジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性の評価を省略して

おります。 

（６）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（７）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

（８）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和 2年法律第 8号)において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行

われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いによ

り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月

16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。 
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２．表示方法に関する注記 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年 3 月 31 日）を当事

業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記

載しております。 

３．会計上の見積りに関する注記 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債                                3,654 百万円

個別注記表「５．税効果会計に関する注記」に記載の通り、繰延税金資産 740 百万円と繰延

税金負債 4,394 百万円を相殺して表示しております。

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産は、事業計画等に基づく将来課税所得の発生時期及び金額を合理的に見積り、

回収可能性を判断し計上しております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動など

によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異

なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可

能性があります。

なお、｢１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（７）｣に記載のとおり、当社は連結納

税制度を適用しており、法人税に係る部分については連結納税グループ全体として見積りし

ております。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症については依然として収束時期を見込むことが難しいものの、翌

事業年度の期中を通し国内外で経済活動が回復していくという前提に基づき、繰延税金資産

の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

４．貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）有形固定資産減価償却累計額                9,831 百万円 

（２）関係会社に対する金銭債権、金銭債務及び取引高

① 短期金銭債権 62,137 百万円 

② 短期金銭債務 6,914 百万円 

③ 長期金銭債権 12,413 百万円 

④ 長期金銭債務 1,582 百万円 

⑤ 営業収益 11,011 百万円 

⑥ 営業費用 4,672 百万円 

⑦ 営業取引以外の取引高 5,684 百万円 
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（３）事業用土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）」に基づき、事業用

土地の再評価を行い、評価差額金のうち税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として

負債の部に計上し、これを控除した残額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

① 再評価を行った年月日  2001 年 3 月 31 日 

② 再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）」第 2 条

第 4号に定める路線価、及び路線価のない土地は第 3号に定める固定資産税評価額に基

づいて、合理的な調整を行って評価額を算出しております。 

（４）貸株に関する注記 

関係会社株式のうち、46 百万円については貸株に提供しております。 

（５）貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 2行と貸出コミットメント契約を締

結しております。当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

 

貸出コミットメントの総額 28,500 百万円 

借入実行残高 12,700 百万円 

差引額 15,800 百万円 

（６）損益計算書に関する注記 

特別損失「関係会社投資損失等引当金繰入額」は、関係会社貸倒引当金繰入額 423 百万円

及び関係会社損失引当金繰入額 567 百万円であります。 

また、「感染症拡大に伴う損失」は、主として営業停止中の固定費等であります。 

（７）株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式          154,525 株    
上記株式数には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の導入に伴い、株式給付信託（ＢＢＴ）

が保有する当社株式 94,300 株が含まれております。 

 

  

23



 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、上記の他、土地再評価差額金に係る繰延税金負債が 3,614 百万円あります。 

  

繰延税金資産  

賞与引当金 88 百万円 

貸倒引当金 3,800 百万円 

子会社株式評価損 6,103 百万円 

関係会社投資損失引当金 1 百万円 

関係会社損失引当金 600 百万円 

固定資産減損損失 713 百万円 

譲渡損益調整資産 1,202 百万円 

長期未払金 8 百万円 

税務上の繰越欠損金 2,534 百万円 

その他 202 百万円 

繰延税金資産小計 15,256 百万円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,279 百万円 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △12,236 百万円 

評価性引当額小計 △14,516 百万円 

繰延税金資産合計 740 百万円 

  

繰延税金負債  

譲渡損益調整資産 

その他有価証券評価差額金 

その他 

20 百万円 

4,321 百万円 

51 百万円 

繰延税金負債合計 4,394 百万円 

繰延税金資産（負債）の純額  △3,654 百万円 
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６．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 

議決権被

所有割合

（％） 

関係内容 取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

 

主要株

主(会社

等) 

三光起業㈱ 

(直接) 

10.8 

(緊密な者

又は同意し

ている者)

6.2

不動産の

賃借等 

不動産の賃借 825 － －

不動産の取得 5,500 － －

（２）子会社及び関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権 
所有割合
（％） 

関係内容 取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）

子会社 

セイコーウオッチ㈱ 
（直接） 

100.0
役  員
兼任等

ロイヤリティ
ー収入 

1,626 未収入金 1,035

㈱和光 
（直接） 

100.0
役  員
兼任等

不動産の賃貸 558 未収収益 75

 ㈱白河エステート 
（直接） 

100.0
役  員
兼任等

不動産の賃借 240 未払金 0

 セイコーインスツル㈱ 
（直接） 

100.0
役  員
兼任等

不動産の賃借 557 未払金 98

不動産の賃貸 225 未収収益 74

出向者人件費 1,631 未払金 128

セイコーソリューションズ㈱ 
（直接） 

100.0
役  員
兼任等

不動産の賃貸 693 未収収益 13

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 不動産の賃借については、市場価格を勘案して、一般の取引条件と同様の基準により決定

しております。なお、損益計算書では、不動産賃借料は不動産賃貸料と相殺しております。 

(2) 不動産の取得については、専門家の評価に基づいて、交渉の上価格を決定しております。 

(3) ロイヤリティーについては、一般の取引条件と同様の基準により決定しております。 

(4) 不動産賃貸料については、自社物件のうち事業用として賃貸している部分については当該

収益に連動した賃料で、また事務所等として賃貸している部分については専門家の評価等

に基づき、それぞれ決定しております。なお、損益計算書では、不動産賃貸料は不動産賃

借料と相殺しております。 

(5) 出向者人件費については、出向契約に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っており

ます。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。
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７．１株当たり情報に関する注記 

  1 株当たり純資産額             1,345.36 円 

1 株当たり当期純利益                        37.83 円 

  （算定上の基礎）当期純利益                               1,560 百万円 

          普通株式に係る当期純利益                1,560 百万円 

          期中平均株式数                       41,248 千株 

 （注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当

たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお

り、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に

含めております。 

１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は 96 千株であ

り、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は 94 千株であ

ります。 

 

８．連結配当規制適用会社に関する注記 

当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となり

ます。 

 

９．金額の表示 

   貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表については、百万円未満を切

り捨てて表示しております。 
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